（別添 1 )
開発行為等に係る水道施設設計要領
（目　的）

第１条　この要領は、開発行為等に係る水道施設を新設する工事の申込書に添えて管理者に提出
　する設計図書の作成に関し、必要な事項を定めるものとする。
（設計書及び附属図面）
第2条設計書は、工事設計書（様式1）、本工事費内訳書（様式2）、工事費内訳書（様式3）、明
　細書（様式4）、及び数量計算書（様式5）に、水理計算書（必要に応じ）及び計画図面を添
　付し、単価、金額を記入しない（金抜き）ものとする。 

１　設計書 
（1）工事設計書は、事業名、位置、設計大要及び起工理由を記入する。
（2）本工事費内訳書は、種別ごとに数量を一式計上し、直接工事費欄まで記入する。 
（3）工事費内訳書は、土工費、材料費、布設費等に分類の上、工種、種別、細別、単位、数量
　　を記入する。
（4）明細書は、工事費内訳書が煩雑になる場合に工種の一部を記入し、工事費内訳書に一式計上
　　する。
（5）数量計算書は、図面と設計書計上数量と関連づけるものであり、計算式を簡潔明瞭に記入す
　　る。
（6）数量計算の単位及び設計値は次による。
	種　　　別
	単位
	設計数量
	備考


	土量、骨材等体積
	㎥
	小数 1 位止
	小数 2 位を四捨五入

	芝、石積、型枠、舗装等面積
	㎡
	小数 1 位止
	小数 2 位を四捨五入

	コンクリート、モルタル体積
	㎥
	小数 2 位止
	小数 3 位を四捨五入

	管長、土工長、標示テープ等
	ｍ
	小数 1 位止
	小数 2 位を四捨五入

	
	
	
	


２　図面
（１）図面の規模様式については、原則として県の指定したものを使用し、タイトルブロックの下欄に設計会社及び設計年月を記入する。
（２）位置図は、縮尺2 ,500 ～ 25,000分の1を使用し、施工区域を赤色で着色、赤線で引出し施工位置を示す。
（３）平面図は、縮尺500分の1を原則とし、計画を明示するため引出し線等により形状寸法、延長等を記入する。 
（４）縦横断図は、必要に応じ添付する。 

（５）標準横断図、土工定規図、構造図、配管詳細図等は、20～40分の1を基準とする。
 (６) 占用手続用図面は、必要に応じ添付する。
３　提出部数
（１）設計書製本したもの1部（図面共一式）
 (２）原図、原紙
設計用紙　1部（コピー可能な鉛筆書きをしたもの）
図　　面　1部（第二原図へ鉛筆で計画を記入したもの）
（別添２）

事　務　費　算　定　基　準

	趣旨
	　この基準は、開発行為等に伴い施行する配水管布設工事に係る事務費の算定に関し、条例第7条第2項に基づき必要な事項を定めるものとする。　

	
	県 施 行 の 配 水 管 配 水 管 布 設 工 事
	申 請 者 施 行 の 配 水 管 布 設 工 事

	事務費の定義
	　第9条に規定する事務費とは、当該工事の設計審査、発注、監督、検査に必要な経費
	　第13条に規定する事務費とは、当該工事の設計審査、検査に必要な経費

	予定価格の算定
	　当該工事を発注するため、県営水道施設設計基準に基づき設計したものを、積算して算定
	　年度当初に県が別に定めた水道施設工事の地区及び口径別m当たり標準単価（以下「標準単価」という。）に、各地区で口径毎の布設延長を乗じて得た額を加算して算定

	事務費の算定
	　1件毎の工事費の予定価格を別表の左欄に掲げる金額により区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて算定

	事務費の精算
	　単年度工事費精算額により算定
　なお、分割発注の場合はそれぞれ精算額の合計により算定
	　単年度の施工実績延長により算定


（別表）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：％
	
	県　施　行　の　配　水　管　布　設　工　事
	申請者施行の配水管布設工事

	
	県　設　計
	申　請　者　設　計
	地方公共団体等申請
	

	5,000万円以下の金額に対して
	10.0
	9.0
	8.0
	4.5

	5,000万円を超え1億円以下〃
	9.0
	8.0
	7.0
	4.0

	1億円を超え3億円以下　 〃
	7.0
	6.0
	5.0
	3.0

	3億円を超える　　　   　〃
	6.0
	5.0
	4.0
	2.5


